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説明概要
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2. 外殻施設に係る降下火砕物の影響評価（構造健全性評価）

3. 「外部からの衝撃による損傷に係る重要安全施設」における降下火砕物の影響評価

4. 波及的影響に対する設備対応

5. まとめ



1.(1) 基本方針（1/2） 2

●試験炉設置許可基準規則第6条における要求事項

1 安全施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項において同じ。）が
発生した場合においても安全機能を損なわないものでなければならない。

2 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定され
る自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力
を適切に考慮したものでなければならない。

3 安全施設は、工場等内又はその周辺において想定される試験研究用等原子炉施設の
安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によ
るものを除く。）に対して安全機能を損なわないものでなければならない。



1.(1) 基本方針（2/2） 3

●基本方針（第6条 外部からの衝撃による損傷の防止）
・安全施設は、設計上の考慮を要する自然現象（洪水、風（台風）、竜巻、凍結、降水、
積雪、落雷、地滑り、火山の影響、生物学的事象、森林火災）又はその組合せに遭遇し
た場合において、自然事象そのものがもたらす環境条件及びその結果として試験研究用
等原子炉施設で生じ得る環境条件においても、安全機能を損なわないように設計する。

・「研究炉の重要度分類の考え方」を参考に、その機能、構造及び動作原理を考慮し、そ
の機能喪失により周辺の公衆に過度の放射線被ばくを与えるおそれのある施設として、
以下の施設を外部からの衝撃による損傷の防止に係る重要安全施設とする。
（ⅰ）クラス１
（ⅱ）クラス２のうち、周辺の公衆に過度の放射線被ばくを与えることを防止するた

めの安全機能を有し、特に自然現象の影響を受けやすく、かつ、代替手段に
よってその機能の維持が困難であるか、又はその修復が著しく困難な構築物、
系統及び機器（「過度の放射線被ばくを与えるおそれのある」とは、安全機能の喪失による周辺の
公衆の実効線量の評価値が発生事故当たり5mSvを超えることをいう。）

●基本方針（第6条その3：耐降下火砕物設計）
・耐降下火砕物設計においては、安全機能の重要度分類がクラス１、２、３に属する構築
物、系統及び機器を降下火砕物防護施設とし、このうち、外部からの衝撃による損傷の
防止に係る重要安全施設に該当する構築物、系統及び機器を影響評価の対象とする。

・当該影響評価にあっては、当該重要安全施設の外殻施設を評価対象とする場合がある。
これらの重要安全施設以外の安全施設は、火山の影響により損傷するおそれがある場合
に、代替措置や修復等により、安全機能を損なわないものとする。



1.(2)影響を及ぼし得る火山事象の選定

4第370回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合

原子炉施設に影響を及ぼし得る火山事象は降下火砕物のみである。



1.(3) 降下火砕物防護施設（評価対象施設）の抽出と対応方針（1/7） 5

・安全施設の機能の確保の考え方を下表に、評価対象施設の抽出の詳細を次葉以降に示す。
・必要に応じて措置する降下火砕物の除去を考慮した上で、外殻施設或いは重要安全施設に
ついて設計降下火砕物荷重に対する構造健全性を確認する。

（右記のまとめ）
放射性物質の貯蔵、放射線の遮へい
及び放出低減に係る安全機能が損な
われることはなく、また、代替措置
が適応可能であることを確認した。



1.(3) 降下火砕物防護施設（評価対象施設）の抽出と対応方針（2/7）

外部からの衝撃による損傷の防止に係る重要安全施設及び外殻施設の抽出(1/3)

6

降下火砕物防護施設（評価対象施設）の抽出結果

（1）重要安全施設を内包し保護する外殻施設 …2章に評価を示す。
・原子炉建物（格納容器を含む。）及び原子炉附属建物
・主冷却機建物

（2）外殻施設で保護されない重要安全施設 …3章に評価を示す。
・主冷却機のうち屋外部分（屋外ダクト）
・非常用ディーゼル電源系に関連する「冷却塔」、「排気管」及び「吸気系統」



1.(3) 降下火砕物防護施設（評価対象施設）の抽出と対応方針（3/7） 7

外部からの衝撃による損傷の防止に係る重要安全施設及び外殻施設の抽出(2/3)



1.(3) 降下火砕物防護施設（評価対象施設）の抽出と対応方針（4/7） 8

外部からの衝撃による損傷の防止に係る重要安全施設及び外殻施設の抽出(3/3)



1.(3) 降下火砕物防護施設（評価対象施設）の抽出と対応方針（5/7） 9

外部からの衝撃による損傷の防止に係る重要安全施設以外の安全施設及び外殻施設の抽出(1/3)

重要安全施設以外の安全施設の抽出結果
・原子炉建物（格納容器を含む。）及び原子炉附属建物 ・主冷却機建物
・第一使用済燃料貯蔵建物 ・第二使用済燃料貯蔵建物

安全機能の確保及び代替措置の適用を確認済（p.5） → 施設の健全性評価の対象外



1.(3) 降下火砕物防護施設（評価対象施設）の抽出と対応方針（6/7） 10

外部からの衝撃による損傷の防止に係る重要安全施設以外の安全施設及び外殻施設の抽出(2/3)



1.(3) 降下火砕物防護施設（評価対象施設）の抽出と対応方針（7/7） 11

外部からの衝撃による損傷の防止に係る重要安全施設以外の安全施設及び外殻施設の抽出(3/3)



1.(4) 荷重条件 12

●荷重条件 …建築基準法施行令に基づき設定
・設計降下火砕物荷重と他の荷重の組合せは下表のとおり。

対象 組合せ荷重

建物・構築物
屋根部材 DVL+VA+0.35S

耐震壁 DVL+VA+0.35S+1.6W

機器・配管系 DVL+VA+P

DVL : 構造体自重、積載荷重等の常時作用する荷重

VA : 設計降下火砕物荷重 7,355N/m2

（設計上考慮する降下火砕物の最大層厚: 50 cm, 湿潤密度: 1.5g/cm3）

0.35S : 積雪荷重210N/m2（積雪荷重を与えるための係数0.35, 大洗町垂直積雪量30cm※1, 
単位積雪量当たりの荷重20N/[m2・cm]）

1.6W : 風荷重54.4m/s （限界耐力計算とするための係数1.6 ,大洗町の基準風速34m/s※2, 
風力係数は対象形状に合せて適切に設定 ）

P : 運転時荷重

※1：積雪量…茨城県建築基準法施行細則第16条の4
※2：風速…建築基準法に基づく平成12年建設省告示第1454号



1.(5) 許容限界 13

●許容限界
・建物及び構築物：構造物全体として、十分変形能力の余裕を有し、終局耐力に対して

妥当な安全余裕を持たせることとする。

・機器及び配管系：構造物の相当部分が降伏し塑性変形する場合で過大な変形、き裂、
破損等が生じ、その施設の機能に影響を及ぼすことがない程度に応
力を制限する。

●許容応力度

対象 設計基準強度 長期圧縮 長期せん断 短期圧縮 短期せん断

コンクリート Fc=22.06※2 7.35 0.71 14.71 1.07

鉄筋SD345(SD35), D<29 ※1 － 215 195 379.5※3 379.5※3

鉄筋SD345(SD35), 29≦D ※1 － 195 195 379.5※3 379.5※3

鉄筋SD295(SD30, D13) ※1 － 195 195 324.5※3 324.5※3

鋼材SS400相当(SS41相当) ※1
F=245

F*=280
163※4 94.3※4 280※5 161※5

D：鉄筋呼び径
※1 : ()内は、建設当時のJIS規格を示す。
※2 :コンクリートの設計基準強度は、225kg/cm2をSI単位換算。
※3 : 平成12年建設省告示第2464号に基づき、鉄筋の基準強度の1.1倍の数値とする。
※4 : JSME NC1規格に基づき、供用状態A, Cでの数値（F値より算出）を示す。
※5 : JSME NC1規格に基づき、供用状態Dでの数値（F*値より算出）を示す。

[単位：N/mm2]



1.(6) 降下火砕物による波及的影響評価（対応方針） 14

●設計における留意事項
・外部からの衝撃による損傷の防止に係る重要安全施設については、必要に応じて、降下
火砕物の除去に係る措置を講じられるものとし、降下火砕物による波及的影響（閉塞及
び目詰まり）によって、その安全機能の重要度に応じて、必要な安全機能を損なわない
ものとする。

・中央制御室については、その居住環境を維持できるものとする。
中央制御室の空気換気設備の構成は下図のとおりであり、通常運転時には、外気は、
ルーバー、フィルタ、外気取入ファン及び空調器を経由して、中央制御室に導入される。
必要に応じ、閉回路を構築した再循環運転で換気設備の隔離を図る。

・フィルタに閉塞及び目詰まりが生じた場合には、交換及び清掃により対応する。

通常運転時において、外気は、ルーバー（①）、フィ

ルタ（②：グラスウールを使用）、外気取入れファン

（③）、V92-1（④）及び空調器（⑤：1台運転）を経

由し、中央制御室に導入され、V92-3（⑥）より排気

される。また、中央制御室には還流ライン（破線部）

が設けられており、一部の空気は還流される。なお、D

P92-3（⑦）及びV92-2（⑧）は「閉」、再循環ファ

ン（⑩）は「停止」で運用される。

中央制御室

他エリア

他エリア

他エリア

① ② ③

④

⑤
⑥

⑦

⑧

⑨

Ｃ⑩

図 中央制御室空気換気設備の構成



1. (7) 降下火砕物随伴事象等に対する考慮 15

・降灰予報等が発表され、多量の降下火砕物が原子炉施設に到達するおそれが確認され
た場合には、次のとおり、原子炉の停止、降下火砕物の除去に必要な措置を講じる。

①火山の噴火・降灰の確認及び監視
・公共放送及び気象庁HPより情報を入手

②火山降灰警戒の発令
・大洗研究所長による「火山降灰警戒」の発令

・現地対策本部の設置、情報収集及び状況確認

③火山降灰警戒の発令時の対応
・原子炉の停止

・降下火砕物除去のための要員招集、体制構築、巡視による降灰状況の監視

④敷地に降下火砕物の降灰が確認された場合の対応
・降下火砕物の流入防止板の設置

・不要な換気空調設備の停止、再循環運転への切替

・フィルタの閉塞及び目詰まりの監視

・降下火砕物の除去

⑤商用電源などが喪失した場合の対応
・外部電源喪失時は、非常用ディーゼル電源系並びに交流及び直流無停電電源系により、
非常用電源が確保され、原子炉保護系の作動により原子炉を停止する。
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説明概要

1. 設計方針

2. 外殻施設に係る降下火砕物の影響評価（構造健全性評価）
(1) 原子炉建物（格納容器を含む。）及び原子炉附属建物
(2) 主冷却機建物

3. 「外部からの衝撃による損傷に係る重要安全施設」における降下火砕物の影響評価

4. 波及的影響に対する設備対応

5. まとめ
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●建物の概要
・原子炉建物（格納容器を含む。）及び原子炉附属建物

- 約55m x 約50m の矩形平面形状で、共に鉄筋コンクリート造の建物
- 原子炉建物は格納容器に内包され、原子炉附属建物の屋根は陸屋根

・格納容器
- 全高約54m、全重量約1,200tonの鋼製容器
- 半球形の頂部、Φ28m円筒形の胴部、半楕円球形の底部鏡板から構成

 

NS断面
原子炉建物（格納容器を含む。）及び原子炉附属建物

2.外殻施設に係る降下火砕物の影響評価
(1)原子炉建物（格納容器を含む。）及び原子炉附属建物（1/9）



2.外殻施設に係る降下火砕物の影響評価
(1)原子炉建物（格納容器を含む。）及び原子炉附属建物（2/9）

18

●構造健全性評価の方針
・屋根部材：許容応力度評価 或いは FEM弾性解析による評価

・耐震壁：層せん断力評価

・降下火砕物は短期荷重として評価する。（∵降下火砕物を屋根からの除去を考慮）

●評価対象

●評価結果
・次葉以降に示す評価の結果、①～⑤のいずれの評価対象部位についても許容限界を満足
することを確認した。

建物名称 評価対象部位 組合せ荷重 許容限界

原子炉
附属建物

屋根部材
（①屋根スラブ、②梁）

DVL+VA+0.35S
終局耐力に対して
妥当な安全裕度を
有する許容限界

③耐震壁 DVL+VA+0.35S+1.6W 保有水平耐力以下

原子炉
格納容器

屋根部材
（④ドーム、
⑤アニュラス屋根スラブ）

DVL+VA+0.35S
終局耐力に対して
妥当な安全裕度を
有する許容限界



2.外殻施設に係る降下火砕物の影響評価
(1)原子炉建物（格納容器を含む。）及び原子炉附属建物（3/9）

19

①屋根スラブの評価
・評価条件①-1：許容応力度評価
－等分布荷重を受ける四辺固定スラブとして評価
－曲げモーメント及びせん断力はRC基準により算定
－屋根スラブ（A-1）以外は短期許容曲げモーメント及び短期許容せん断力が許容限界を
満足することを確認した。

⇒屋根スラブ（A-1）は、次葉に示すFEM弾性解析で評価し構造健全性を確認した。

端部 中央 端部 中央

Mx1/Ma Mx2/Ma My1/Ma My2/Ma Qx/Qa Qy/Qa

A-1 1.06 0.71 1.15 0.77 0.50 0.55

A-2 0.89 0.60 0.88 0.59 0.42 0.42

A-3 0.65 0.44 0.95 0.63 0.40 0.43

A-4 0.06 0.04 0.05 0.03 0.10 0.10

A-5 0.70 0.47 0.90 0.60 0.41 0.42

A-6 0.63 0.42 0.91 0.60 0.57 0.62

A-7 0.06 0.04 0.05 0.03 0.10 0.10

A-8 0.65 0.43 0.67 0.45 0.36 0.37

A-9 0.33 0.22 0.25 0.17 0.22 0.19

A-10 0.33 0.22 0.23 0.15 0.18 0.17

A-11 0.72 0.48 0.63 0.42 0.36 0.35

A-12 0.28 0.19 0.21 0.14 0.17 0.16

A-13 0.75 0.50 0.79 0.53 0.38 0.40

A-14 0.66 0.44 0.65 0.44 0.43 0.33

A-15 0.56 0.38 0.57 0.38 0.32 0.27

A-16 0.44 0.29 0.30 0.20 0.36 0.14

評価スラブ

番号

モーメント せん断力

短辺 長辺
短辺 長辺

構造健全性評価の対象は、上図の機器積載範囲（A-1～
A-12）及び大区画範囲（A-13～A-16）で包絡される。

54,800

7,000

A-4

A-7

49,800

7,000

7,000

6,000

9,000

6,000

9,000 7,000

7,000

5,500 8,500

A-2 A-3

A-5 A-6

A-8

A-1
A-10

A-11
A-12

A-13

A-14A-15

A-16

A-9



2.外殻施設に係る降下火砕物の影響評価
(1)原子炉建物（格納容器を含む。）及び原子炉附属建物（4/9）

20

①屋根スラブの評価
・評価条件①-2：FEM弾性解析による評価
－屋根スラブ（A-1）の構造健全性を評価する。
－耐震壁、冷却塔基礎等を考慮してモデル化
－評価結果は、以下のとおり許容限界を満足することを確認した。

屋根スラブに発生する曲げモーメント（22.33kN・m/m）
<  短期許容曲げモーメント（70.06kN・m/m）

図 FEM弾性解析モデル図 図 FEM弾性解析によるコンター図



左側 右側

900 500 900

記号 数値 単位

部材番号 － a-9 －

位置 － 1～2,F －

梁符号 － RG4 －

T形梁の有効幅 b 2300 mm

梁せい D 1000 mm

引張側かぶり厚さ dt 100 mm

圧縮側かぶり厚さ dc 100 mm

有効せい d 900 mm

梁上端筋断面積 at1 3042 mm2

スラブ筋断面積 at2 1592 mm2

T形梁の有効上端筋断面積（許容応力度考慮） at 4403 mm2

下端筋断面積 ac 2028 mm2

左側スラブ a 6500 mm

右側スラブ a 5250 mm

梁スパン L 9000 mm

左側協力幅 ba 900 mm

右側協力幅 ba 900 mm

スラブ筋ピッチ @ 200 mm

コンクリートの短期許容圧縮応力度 fc 14.71 N/mm2

梁鉄筋の短期許容引張応力度（SD35） ft 379.5 N/mm2

スラブ鉄筋の短期許容引張応力度（SD30） ft 324.5 N/mm2

鉄筋のヤング係数 Es 205000 N/mm2

コンクリートのヤング係数 Ec 22043 N/mm2

ヤング係数比 n 9.30 －

T形梁の断面積 A 0 mm2

重心位置 g 5331.1 mm

圧縮縁側スラブ筋最大本数 － 9 本

考慮するスラブ筋本数 － 8 本

中立軸までの距離（Ts-(Cs+Cc)=0となる位置） Xn 293.72 mm

n・cσc・((d-Xn)/Xn) sσt 282.39 N/mm2

(n-1)・cσc・((Xn-dc)/Xn) sσc 80.53 N/mm2

コンクリートの短期許容圧縮応力度 fc=cσc 14.71 N/mm2

引張鉄筋の合力(sσt・at) Ts 1243 kN

圧縮鉄筋の合力(sσc・ac) Cs 163 kN

圧縮コンクリートの合力(cσc・Xn・b/2) Cc 1080 kN

端部A発生モーメント M 966 kN・m

端部A許容モーメント Ma 997 kN・m

検定比 M/Ma 0.97 －

項目

2.外殻施設に係る降下火砕物の影響評価
(1)原子炉建物（格納容器を含む。）及び原子炉附属建物（5/9）

21

②屋根の梁の評価
・荷重条件／支持条件
大梁：大梁及び屋上スラブから受ける荷重、小梁の集中荷重 ／ 両端固定
小梁：小梁及び屋上スラブから受ける荷重 ／ 両端ピン支持

・曲げモーメント及びせん断力はRC基準等により算定
・単純梁の形状とした概略評価において、大梁（a-9）以外は短期許容曲げモーメント及
び短期許容せん断力が許容限界を満足することを確認した。

・大梁（a-9）は「支持梁＋スラブ」のT形梁とした詳細評価で、許容限界を満足すること
（検定比0.97）を確認した。

部材番号
CA/CAa

(端部A上端)

CB/CBa

(端部B上端)

M/Ma

(中央下端)

QA/QAa

(端部A)

QB/QBa

(端部B)

a-1 0.99 0.98 0.82 0.72 0.71

a-2 0.90 0.90 0.78 0.66 0.66

a-3 0.53 0.53 0.46 0.38 0.38

a-4 0.51 0.51 0.47 0.51 0.51

a-5 0.48 0.48 0.41 0.35 0.35

a-6 0.26 0.26 0.23 0.21 0.21

a-7 0.76 0.76 0.41 0.74 0.73

a-8 0.47 0.47 0.34 0.39 0.39

a-9 1.06 1.05 0.65 0.77 0.76

a-10 0.44 0.44 0.31 0.36 0.36

a-11 0.06 0.06 0.05 0.08 0.08

a-12 0.05 0.05 0.05 0.07 0.07

a-13 0.60 0.60 0.55 0.59 0.59

a-14 0.39 0.39 0.27 0.32 0.32

a-15 0.16 0.16 0.14 0.14 0.14

a-16 0.12 0.12 0.10 0.11 0.11

a-17 0.17 0.17 0.14 0.15 0.15

a-18 0.25 0.25 0.22 0.20 0.20

a-19 0.25 0.25 0.22 0.22 0.22

a-20 0.28 0.28 0.19 0.24 0.24

a-21 0.46 0.46 0.32 0.38 0.38

a-22 0.47 0.47 0.33 0.38 0.38

a-23 0.47 0.47 0.34 0.39 0.39

a-24 0.45 0.45 0.23 0.37 0.37

a-25(小梁) 0.52 0.52 0.20 0.54 0.54

a-26(小梁) 0.77 0.77 0.29 0.74 0.74

「支持梁＋スラブ」の
T形梁とした評価（a-9）

構造健全性評価の対象は、上図の機器積載
範囲の梁（a-1～a-24） で包絡される。

a-1

a-9

a-7

a-5 a-6

a-8

a-2

a-13 a-14

a-12

a-11

54,800

49,800

7,000

7,000

6,000

9,000

6,000

9,000 7,000

a-10



2.外殻施設に係る降下火砕物の影響評価
(1)原子炉建物（格納容器を含む。）及び原子炉附属建物（6/9）

22

③耐震壁の評価（1/2）
・建物形状を考慮した風荷重及び風の受圧面積から、建物質点系解析モデルの各質点高さ
での風荷重による層せん断力を算出する。

図 質点系解析モデル図

表 風荷重及び受圧面積
・建物屋根に降下火砕物等の鉛直荷重を作用
させた。耐震壁の復元力特性の評価法より、
第１折点が増加することが明らかである。



2.外殻施設に係る降下火砕物の影響評価
(1)原子炉建物（格納容器を含む。）及び原子炉附属建物（7/9）

23

③耐震壁の評価（2/2）
・下表のとおり、風荷重による層せん断力と地震荷重による層せん断力を比較した結果、
風荷重による層せん断力が下回る。

・このため、地震時の評価結果に包絡されることになる。
地震に対する評価において許容限界を超えていないことから、風荷重に対する評価も許
容限界を満足することを確認した。

表 風荷重と地震荷重による層せん断力の比較



2.外殻施設に係る降下火砕物の影響評価
(1)原子炉建物（格納容器を含む。）及び原子炉附属建物（8/9）

24

④格納容器ドームの評価
・荷重条件／拘束条件
降下火砕物のほか屋根スラブの固定荷重、積載荷重及び積雪荷重 ／ ドーム下部を拘束

・評価結果
FEM弾性解析の結果、発生応力8.3N/mm2（8,275kN/m2） < 許容値280N/mm2（280,000kN/m2）で
あり、許容限界を満足することを確認した。

平面要素使用
ドーム下部を拘束

8,275

単位：kN/m2

2,878



750500

1,000
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2.外殻施設に係る降下火砕物の影響評価
(1)原子炉建物（格納容器を含む。）及び原子炉附属建物（9/9）

25

⑤格納容器アニュラス屋根スラブの評価
・荷重条件：降下火砕物のほか屋根スラブの固定荷重、積載荷重及び積雪荷重による

・支持条件：片持ち梁

・評価手法：曲げモーメント及びせん断力はRC基準等により算定

・評価結果：許容曲げモーメントを満足すること（検定比0.11,0.55）を確認した。

アニュラス
屋根スラブ

58.76

32.4

64.8

59.3

196

0.55

0.33

ドーム部分の降
下火砕物がア
ニュラス部屋根
部分に加わった
場合

建屋名 記号 単位 アニュラス部屋根部分

スラブ幅 b mm 1000

スラブスパン L mm 1000

かぶり厚さ dt mm 40

有効せい d mm 210

有効丈 j mm 183.8

CON強度 － － FC225

ｺﾝｸﾘｰﾄ設計基準強度 Fc N/mm2 22.06

短期許容圧縮応力度 fc N/mm2 14.71

短期許容せん断応力度 fs N/mm2 1.07

鋼材種(主筋) － － SD30

鉄筋の短期許容引張応力度 ft N/mm2 324.5

両端_上端筋(1m幅あたり) － － 5-D16

中央_下端筋(1m幅あたり) － － 5-D16

上端筋at at mm2 995

下端筋at at mm2 995

γ(kN/m3) γ kN/m3 24.0

w(梁自重)(kN/m) w kN/m 6.0

w kN/m2 7.56

端部曲げモーメント M kN・m 6.8

端部せん断力 Q kN 13.6

許容曲げモーメント Ma kN・m 59.3

許容せん断力 Qa kN 196

M検定比 M/Ma － 0.11

Q検定比 Q/Qa － 0.07

荷重

発生応力

許容応力度

検定比

荷重

スラブ情報

スラブ重量
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説明概要

1. 設計方針

2. 外殻施設に係る降下火砕物の影響評価
(1) 原子炉建物（格納容器を含む。）及び原子炉附属建物
(2) 主冷却機建物

3. 「外部からの衝撃による損傷に係る重要安全施設」における降下火砕物の影響評価

4. 波及的影響評価に対する設備対応

5. まとめ



2.外殻施設に係る降下火砕物の影響評価
(2)主冷却機建物（1/6）

27

●建物の概要
・約67m x 約27m の矩形平面形状で、鉄筋コンクリート造の建物
・全重量は約50,000ton
・基礎底面からの高さは約32m
・建物の屋根は陸屋根

EW断面 

GL



2.外殻施設に係る降下火砕物の影響評価
(2)主冷却機建物（2/6）

28

●構造健全性評価の方針
・屋根部材：許容応力度評価

・耐震壁：層せん断力評価

・降下火砕物は短期荷重として評価する。（∵降下火砕物を屋根からの除去を考慮）

●評価対象

●評価結果
・次葉以降に示す評価の結果、①～③のいずれの評価対象部位についても許容限界を満足
することを確認した。

建物名称 評価対象部位 組合せ荷重 許容限界

主冷却機
建物

屋根部材
（①屋根スラブ、②梁）

DVL+VA+0.35S
終局耐力に対して
妥当な安全裕度を
有する許容限界

③耐震壁 DVL+VA+0.35S+1.6W 保有水平耐力以下



2.外殻施設に係る降下火砕物の影響評価
(2)主冷却機建物（3/6）

29

①屋根スラブの評価
・評価条件：許容応力度評価
－等分布荷重を受ける四辺固定スラブとして評価
－曲げモーメント及びせん断力はRC基準により算定
－評価した全ての屋根スラブで、短期許容曲げモーメント及び短期許容せん断力を満足
することを確認した。

端部 中央 端部 中央

Mx1/Ma Mx2/Ma My1/Ma My2/Ma Qx/Qa Qy/Qa

B-1 0.55 0.37 0.45 0.30 0.22 0.21

B-2 0.43 0.29 0.30 0.20 0.19 0.19

B-3 0.48 0.32 0.33 0.22 0.21 0.21

B-4 0.39 0.26 0.27 0.18 0.17 0.17

B-5 0.56 0.38 0.40 0.27 0.29 0.28

評価スラブ

番号

モーメント せん断力

短辺 長辺
短辺 長辺

4F 2F

注)1F,3Fには屋根スラブは無い。

構造健全性評価の対象は、上図の機器積載範囲
（B-1～B-5） で包絡される。

67,000

27,400

6,600

8,800

3,300 3,300

3,300

B-2

B-5

B-3

B-46,600

14,500

18,750

4,400 B-1



2.外殻施設に係る降下火砕物の影響評価
(2)主冷却機建物（4/6）

30

②屋根の梁の評価
・荷重条件／支持条件
大梁：大梁及び屋上スラブから受ける荷重、小梁の集中荷重 ／ 両端固定
小梁：小梁及び屋上スラブから受ける荷重 ／ 両端ピン支持

・曲げモーメント及びせん断力はRC基準により算定
・評価した全ての梁において、短期許容曲げモーメント、短期許容せん断力を満足すること
を確認した。

部材番号
CA/CAa

(端部A上端)

CB/CBa

(端部B上端)

M/Ma

(中央下端)

QA/QAa

(端部A)

QB/QBa

(端部B)
備考

b-1 0.07 0.15 0.06 0.12 0.12

b-2 0.86 0.57 0.32 0.47 0.47 小梁

b-3 0.12 0.12 0.09 0.12 0.12

b-4 0.26 0.32 0.31 0.28 0.28

b-5 0.20 0.40 0.20 0.24 0.24

b-6 0.28 0.28 0.31 0.28 0.28

b-7 0.31 0.31 0.12 0.15 0.15 小梁

b-8 0.35 0.35 0.36 0.32 0.32

b-9 0.35 0.35 0.28 0.26 0.26

b-10 0.32 0.32 0.41 0.35 0.35

b-11 0.76 0.76 0.24 0.49 0.49 小梁

b-12 0.47 0.48 0.40 0.44 0.46

b-13 0.33 0.33 0.27 0.25 0.25

b-14 0.41 0.94 0.30 0.51 0.50 小梁

b-15 0.94 0.47 0.37 0.54 0.54 小梁

b-16 0.33 0.33 0.12 0.41 0.41

b-17 0.79 0.80 0.26 0.65 0.67

b-18 0.41 0.42 0.32 0.42 0.44

b-19 0.86 0.86 0.27 0.49 0.49 小梁

b-20 0.36 0.36 0.29 0.39 0.39

4F 2F

構造健全性評価の対象は、上図の機器積載範囲
の梁（b-1～b-20） で包絡される。

注)1F,3Fには屋根スラブは無い。

67,000

27,400

6,600

8,800

b-11

b-6

b-7

b-8

b-9

b-13

b-12

b-10

14,500

18,750

6,600

4,400

b-1

b-2

b-3



2.外殻施設に係る降下火砕物の影響評価
(2)主冷却機建物（5/6）

31

③耐震壁の評価（1/2）
・建物形状を考慮した風荷重及び風の受圧面積から、建物質点系解析モデルの各質点高さ
での風荷重による層せん断力を算出する。

図 質点系解析モデル図

表 風荷重及び受圧面積



2.外殻施設に係る降下火砕物の影響評価
(2)主冷却機建物（6/6）

32

③耐震壁の評価（2/2）
・建物屋根に降下火砕物等の鉛直荷重を作用させると、耐震壁の復元力特性の評価法より、
第１折点が増加することが明らかである。

・下表のとおり、風荷重による層せん断力と地震荷重による層せん断力を比較した結果、
風荷重による層せん断力が下回る。

・このため、地震時の評価結果に包絡されることになる。
地震に対する評価において許容限界を超えていないことから、風荷重に対する評価も許
容限界を満足することを確認した。

表 風荷重と地震荷重による層せん断力の比較
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説明概要

1. 設計方針

2. 外殻施設に係る降下火砕物の影響評価（構造健全性評価）

3. 「外部からの衝撃による損傷に係る重要安全施設」における降下火砕物の影響評価
(1) 主冷却機のうち屋外部分

4. 波及的影響に対する設備対応

5. まとめ



3. 「外部からの衝撃による損傷に係る重要安全施設」における
降下火砕物の影響評価

(1)主冷却機のうち屋外部分（1/2）

34

主冷却機
建物屋上

主冷却機
屋外ダクト

降下火砕物流入防止板
（取付治具含む。）

流況

出口ダンパ

入口ダンパ

主送風機

インレットベーン

出口集合管

主冷却器

入口集合管
3
0
0

c
m

降下火砕物が堆積
しない設置角

●降下火砕物の流入防止措置
・降灰予報等に基づく原子炉の停止

・多量の降下火砕物が原子炉施設に到達するお
それが確認された場合、速やかに主冷却機上
部に降下火砕物流入防止板を設置する。（右
図参照）

●影響評価
・ワーストケース：降下火砕物の流入が発生
屋外ダクト水平部高さ（300cm）
> 設計上考慮する降下火砕物の層厚（50cm）
であり、空気流路は閉塞しない。
このため、重要安全施設の安全機能が損なわ
れることはない。

・なお、下記の降下火砕物の流入抑制効果も見
込まれる。
①自然通風による空気の上昇流
②降下火砕物流入防止板の設置



3,000

ダクト

3,000
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●屋外ダクト水平部の評価
・荷重条件／拘束条件
降下火砕物のほかダクトの固定荷重 ／ ダクト長さ方向端面を拘束

・評価結果
FEM弾性解析の結果、発生応力44.5N/mm2(44,500kN/m2) < 許容値280N/mm2(280,000kN/m2)

であり、許容限界を満足することを確認した。

0

単位：kN/m2

平面要素使用
X:幅方向、Y:高さ方向、
Z:長さ方向に定義した
YZ面対称1/2モデル
ダクト長さ方向端面を完全拘束
YZ面には対称境界条件を設定

ダクト長さ方向

単位:mm

3. 「外部からの衝撃による損傷に係る重要安全施設」における
降下火砕物の影響評価

(1)主冷却機のうち屋外部分（2/2）

44,500

ダクト断面

3,000

1,870

65 リブ（溝形鋼65×125×t6）

70

山形鋼
70×70×t6
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説明概要

1. 設計方針

2. 外殻施設に係る降下火砕物の影響評価（構造健全性評価）

3. 「外部からの衝撃による損傷に係る重要安全施設」における降下火砕物の影響評価

4. 波及的影響に対する設備対応
(1) 非常用ディーゼル電源系に関連する「冷却塔」
(2) 非常用ディーゼル電源系に関連する「排気管」
(3) 非常用ディーゼル電源系に関連する「吸気系統」

5. まとめ



4. 波及的影響に対する設備対応
(1)非常用ディーゼル電源系に関連する「冷却塔」

37

●降下火砕物の流入防止措置:流入抑止板の設置
①降灰予報等に基づく原子炉の停止

②多量の降下火砕物が原子炉施設に到達するお
それが確認された場合、速やかに冷却塔上部に
降下火砕物流入防止板を設置する。

（右図参照）

③冷却塔の吸気口には、交換可能なフィルタを
設置し、降下火砕物を除去する。

④冷却水配管には、2式のストレーナーを並列に
設置し、降下火砕物の混入を防止する。切替及
び清掃により閉塞を防止する。

●影響評価
・上記に加え、冷却塔ファンの作動による上面
開口部に向けた上昇流により、一定の粒径を下
回る降下火砕物の流入は抑制される。

・以上より、重要安全施設の安全機能が損なわ
れることはない。

②

④

③

降下火砕物が堆積しない設置角

F
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●降下火砕物の流入防止措置：排気管端部のベンド
・既設の非常用DG電源系に関連する排気管は、地下2Fより地上に上向きに設置されてい
るため、降下火砕物の混入による閉塞リスクを有する。

・このため、下図の着色部のとおり、地上部の排気管端部を恒常的にベンドする措置を
施すことで、降下火砕物の流入リスクを排除する。

図 非常用DG電源系に係る排気管へのベンド追設案（着色部）

4. 波及的影響に対する設備対応
(2)非常用ディーゼル電源系に関連する「排気管」
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●降下火砕物の流入防止措置：主冷却機建家の給気口フィルタ、機関吸気フィルタ
・非常用DG電源系の機関の吸気系統の構成は下図のとおりであり、外気は、ガラリ、給
気口フィルタを通じて主冷却機建家の室内に導入され、さらにディーゼル発電機室系送
風機フィルタ及び過給機吸気フィルタを通じてディーゼルエンジンに導入される。

・ディーゼル発電機室以外のブロアを停止することで、ガラリの空気流入速度を低下さ
せ、降下火砕物を換気空調系へ流入させない。仮に流入しても換気シャフト、系統内で
沈降する。

・フィルタに閉塞及び目詰まりが生じた場合には、交換及び清掃により対応する。

4. 波及的影響に対する設備対応
(3)非常用ディーゼル電源系に関連する「吸気系統」

図 主冷却機建家空気換気設備の構成 図 非常用ディーゼル吸気系の構成
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【想定する設計事象】影響を及ぼし得る火山事象は「降下火砕物」のみである。
降下火砕物の層厚50cmに湿潤密度1.5g/cm3を乗じて評価される設計降下火砕物荷重は
7,355N/m2と重畳する常時作用する荷重、積雪荷重及び風荷重の組合せ荷重で構造健全性
を評価した。

【評価】
・「外殻施設」の評価

許容応力度比或いはFEM弾性解析による評価を行い、屋根部材及び耐震壁の構造健全性
（許容せん断力／曲げモーメント／層せん断力を満足すること）を確認した。

・「外部からの衝撃による損傷に係る重要安全施設」における降下火砕物の影響評価
外殻施設で保護されない「主冷却機屋外部分（屋外ダクト）」については、敷地に降下
火砕物の降灰が確認された時点で仮設の降下火砕物の流入防止板を設置し、空気流路の
閉塞を防止する。なお、屋外ダクト水平部高さ（300cm）> 設計上考慮する降下火砕物
の層厚（50cm）であり、空気流路は閉塞しない。

・「波及的影響に対する設備対応」の評価
非常用ディーゼル電源系に関連する「冷却塔」及び「排気管」について、仮設の降下火
砕物流入防止板の設置或いは排気管出口をベンドにより、空気流路の閉塞を防止する。

【多量の降下火砕物が原子炉施設に到達するおそれが確認された場合の対応】
・運転中にあっては、適切に原子炉を停止する。

・敷地に降灰が確認された場合は、次の対応を講じる。
‐降下火砕物流入防止板の設置 ‐非常用ディーゼル電源系の起動 （∵閉塞ﾘｽｸの排除）
‐不要な換気空調設備の停止 ‐フィルタ閉塞の監視 ‐降下火砕物の除去


